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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第１四半期
連結累計期間

第27期
第１四半期
連結累計期間

第26期

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2021年10月１日
至 2022年９月30日

売上高 （千円） 4,330,470 4,469,815 17,810,069

経常利益 （千円） 369,315 345,216 1,173,247

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 317,506 131,109 437,932

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △26,766 103,027 △400,679

純資産額 （千円） 10,930,805 10,196,279 10,802,905

総資産額 （千円） 27,694,578 27,357,923 27,884,824

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 9.36 3.96 13.00

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 9.31 3.69 12.75

自己資本比率 （％） 38.2 33.4 35.4

（注）　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ジャパンベストレスキューシステム株式会社）、子会社３

社及び関連会社７社により構成されており、会員事業、保証事業及び保険事業を主たる事業として行っておりま

す。

当第１四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね

次のとおりであります。

 

（会員事業）

2022年10月に、株式会社アクトコール及び株式会社ＴＳＵＮＡＧＵは、当社を存続会社とする吸収合併により

消滅したため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

（駆けつけ事業）

当第１四半期連結会計期間において、当社が営む駆けつけ事業を会社分割により新設会社の駆けつけ事業準備

株式会社（以下、「承継会社」という。）に承継させ、承継会社の株式の51％を株式会社アクアライン（当社の

持分法適用関連会社）に譲渡いたしました。これに伴い、承継会社を当第１四半期連結会計期間より持分法適用

の範囲に含めております。また、2022年12月１日付で、承継会社の商号を「株式会社生活救急車」に変更いたし

ました。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとお

りであります。

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

 2/23



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ウィズコロナの生活様式への転換が徐々に進み、日常を取り

戻そうとしてきている一方、世界的な金融引き締めやウクライナ情勢の長期化等による原材料価格の上昇、供給面

での制約等に起因する物価上昇等が続いており、依然として先行きは不透明な状況となっております。

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける」という経営理念に基づき、「ありがとう」と

言っていただける、安心・安全・快適なサービスを提供することで、既存事業の強化と新たな成長基盤の確立に取

り組んでまいりました。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの経営成績は、売上高は4,469,815千円（前年同期比3.2％

増）、営業利益は375,269千円（前年同期比7.1％減）、経常利益は345,216千円（前年同期比6.5％減）となり、親

会社株主に帰属する四半期純利益は131,109千円（前年同期比58.7％減）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間における会員事業における有効会員数は生活トラブル2,265千人、延長保証

1,414千人、保険事業における被保険者数は679千人となっております。

各セグメントの経営成績は、次のとおりであります。なお、前第２四半期連結会計期間より、会社の組織変更に

あわせ、「リペア事業」を「会員事業」に含めております。また、従来「会員事業」に含まれていた延長保証等の

あんしん修理サポート関連事業は「保証事業」に変更しております。これにより、前第２四半期連結会計期間より

「会員事業」、「保証事業」、「保険事業」、「駆けつけ事業」の４つのセグメント区分となっております。当第

１四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

 

①　会員事業

主力サービスである「安心入居サポート」の会員数が順調に増加したことにより、当第１四半期連結累計期間

における当事業の売上高は、2,452,488千円（前年同期比2.0％増）となり、営業利益は250,540千円（前年同期

比0.9％増）となりました。

②　保証事業

住宅設備の延長保証サービス「あんしん修理サポート」の販路拡大が奏功し、当第１四半期連結累計期間にお

ける当事業の売上高は、396,096千円（前年同期比14.7％増）となり、営業利益は139,594千円（前年同期比

1.5％増）となりました。

③　保険事業

主力の家財保険「新すまいRoom保険」の契約件数の拡大が好調に推移したことに加え、スマホ保険・スポーツ

クラブ傷害保険の売上が寄与したことにより、当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、

1,437,018千円（前年同期比25.1％増）となり、営業利益は117,980千円（前年同期比39.3％増）となりました。

④　駆けつけ事業

当該事業は会社分割の上、当社の関連会社である株式会社アクアラインへ2022年11月30日を効力発生日として

譲渡したことにより、当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、144,226千円（前年同期比47.7％

減）となり、営業損失は804千円（前年同期は営業損失23,712千円）となりました。
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財政状態については、次のとおりであります。

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ329,286千円減少し、

15,998,306千円となりました。これは主に、現金及び預金が236,649千円、売掛金が38,432千円減少したことによ

るものであります。

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ218,505千円減少し、

10,906,349千円となりました。これは主に、投資有価証券が58,272千円、ソフトウエアが48,311千円、のれんが

46,113千円、ソフトウエア仮勘定が26,694千円減少したことによるものであります。

（繰延資産）

当第１四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は、前連結会計年度末と比べ20,891千円増加し、453,267

千円となりました。これは主に、保険業法第113条繰延資産が21,356千円増加したことによるものであります。

（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ136,855千円増加し、

7,577,734千円となりました。これは主に、未払法人税等が165,104千円、賞与引当金が46,434千円、前受収益が

46,352千円減少したものの、短期借入金が400,000千円増加したことによるものであります。

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ57,129千円減少し、

9,583,909千円となりました。これは主に、長期前受収益が65,766千円増加したものの、長期借入金が129,309千円

減少したことによるものであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ606,626千円減少し、

10,196,279千円となりました。これは主に、自己株式が491,998千円増加し、利益剰余金が169,824千円減少したこ

とによるものであります。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。
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(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

(6) 従業員数

①連結会社の状況

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

②提出会社の状況

2022年10月１日付で連結子会社であった株式会社アクトコール及び株式会社ＴＳＵＮＡＧＵを吸収合併したこ

とにより、当第１四半期累計期間において、会員事業セグメントの従業員数が91名、臨時雇用者数が117名増加

しております。

なお、臨時雇用者数にはパートタイマー、アルバイト、派遣社員を含んでおります。

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2022年10月３日開催の取締役会において、当社が営む駆けつけ事業を、吸収分割の方法により新設会社の

駆けつけ事業準備株式会社（以下、「承継会社」という。）に承継させた上で、承継会社の株式の51％を株式会社ア

クアラインに譲渡することを決議し、株式譲渡契約を締結いたしました。

詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおり

であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

 

②　【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,127,177 34,127,177

東京証券取引所

プライム市場

名古屋証券取引所

プレミア市場

権利内容に何ら

限定のない、当

社における標準

となる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 34,127,177 34,127,177 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2023年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②　【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発 行 済 株 式
総 数 増 減 数

(株)

発 行 済 株 式
総 数 残 高

(株)

資 本 金
増 減 額

(千円)

資 本 金
残 高

(千円)

資 本 準 備 金
増 減 額

(千円)

資 本 準 備 金
残 高

(千円)

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 34,127,177 － 780,363 － 823,485
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①　【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 690,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,420,900 334,209 －

単元未満株式（注） 普通株式 16,277 － －

発行済株式総数  34,127,177 － －

総株主の議決権  － 334,209 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式２株が含まれております。

 

②　【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社

名古屋市中区錦一丁目10

番20号
690,000 － 690,000 2.02

計 － 690,000 － 690,000 2.02

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、普賢監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,080,057 13,843,408

売掛金 1,124,269 1,085,836

商品 2,523 2,122

貯蔵品 11,860 10,830

その他 1,127,108 1,070,689

貸倒引当金 △18,226 △14,579

流動資産合計 16,327,593 15,998,306

固定資産   

有形固定資産 151,363 141,262

無形固定資産   

のれん 1,654,287 1,608,174

その他 801,792 717,178

無形固定資産合計 2,456,080 2,325,352

投資その他の資産   

投資有価証券 5,698,093 5,639,820

その他 2,877,075 2,840,952

貸倒引当金 △57,758 △41,039

投資その他の資産合計 8,517,410 8,439,733

固定資産合計 11,124,854 10,906,349

繰延資産 432,376 453,267

資産合計 27,884,824 27,357,923

負債の部   

流動負債   

買掛金 469,099 453,176

短期借入金 400,000 800,000

未払法人税等 215,999 50,894

賞与引当金 86,089 39,654

支払備金 74,318 80,685

責任準備金 1,069,544 1,135,704

前受収益 3,064,851 3,018,498

その他 2,060,976 1,999,120

流動負債合計 7,440,879 7,577,734

固定負債   

社債 555,000 555,000

長期借入金 1,270,363 1,141,054

資産除去債務 107,496 107,583

長期前受収益 7,511,335 7,577,101

その他 196,844 203,170

固定負債合計 9,641,039 9,583,909

負債合計 17,081,918 17,161,644

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

 9/23



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 780,363 780,363

資本剰余金 6,946,096 6,945,745

利益剰余金 2,833,709 2,663,885

自己株式 △452,383 △944,382

株主資本合計 10,107,786 9,445,611

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △238,422 △310,129

その他の包括利益累計額合計 △238,422 △310,129

新株予約権 2,920 5,147

非支配株主持分 930,622 1,055,650

純資産合計 10,802,905 10,196,279

負債純資産合計 27,884,824 27,357,923
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 4,330,470 4,469,815

売上原価 2,681,449 2,827,610

売上総利益 1,649,021 1,642,204

販売費及び一般管理費 1,245,153 1,266,935

営業利益 403,868 375,269

営業外収益   

受取利息 2,363 2,096

受取配当金 15,570 16,507

投資有価証券売却益 56,921 11,446

その他 22,599 15,272

営業外収益合計 97,455 45,323

営業外費用   

支払利息 6,232 4,022

保険業法第113条繰延資産償却費 19,652 25,786

投資有価証券売却損 502 －

持分法による投資損失 3,421 41,204

デリバティブ評価損 89,737 －

支払手数料 4,611 3,249

その他 7,850 1,112

営業外費用合計 132,008 75,376

経常利益 369,315 345,216

特別損失   

固定資産売却損 181 －

固定資産除却損 7,441 3,121

減損損失 2,083 －

投資有価証券評価損 － 13,173

子会社株式売却損 － 6,497

その他 552 －

特別損失合計 10,258 22,792

税金等調整前四半期純利益 359,056 322,424

法人税、住民税及び事業税 67,327 58,001

法人税等調整額 △32,027 89,688

法人税等合計 35,299 147,689

四半期純利益 323,756 174,734

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,249 43,624

親会社株主に帰属する四半期純利益 317,506 131,109

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

11/23



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 323,756 174,734

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △347,764 △66,247

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,758 △5,459

その他の包括利益合計 △350,522 △71,707

四半期包括利益 △26,766 103,027

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △33,016 71,776

非支配株主に係る四半期包括利益 6,249 31,250

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

12/23



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であった株式会社アクトコール及び株式会社ＴＳＵＮ

ＡＧＵは、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、当社が営む駆けつけ事業を会社分割により新設会社の駆けつけ事業

準備株式会社（以下、「承継会社」という。）に承継させ、承継会社の株式の51％を株式会社アクアライン

（当社の持分法適用関連会社）に譲渡いたしました。これに伴い、承継会社を当第１四半期連結会計期間よ

り持分法適用の範囲に含めております。また、2022年12月１日付で、承継会社の商号を「株式会社生活救急

車」に変更いたしました。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等

関係）」に記載のとおりであります。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書）

従来、販売費及び一般管理費として計上しておりましたコールセンターに係る費用の一部を当第１四半期連結

会計期間より売上原価へと表示区分を変更することといたしました。この変更は費用の発生態様をより明確にす

ることにより、当社グループの売上原価、販売費及び一般管理費をより適正に表示するために行ったものであり

ます。この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っ

ております。

この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」に表示し

ていた233,766千円を「売上原価」として組み替えております。

 

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りにおいて、前連結会計年度の有価証券報告書の

（追加情報）に記載いたしました仮定に重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行18行（前連結会計年度末18行）と当座貸越契約を締

結しております。当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年９月30日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

当座貸越極度額の総額 5,400,000千円 5,500,000千円

借入実行残高 400,000 800,000

差引額 5,000,000 4,700,000

 

２　財務制限条項

当社が、2019年５月31日（株式会社りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高60,014千円には

下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合には、利息の割合が変更されることとなりま

す。

①　各事業年度の決算期の末日における当社の純有利子負債EBITDA倍率が、一度でも10倍を超えた場合、も

しくはマイナスの値となったとき。（ただし、純有利子負債がマイナスの値の場合を除く。）

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

13/23



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

 
減価償却費

のれんの償却額
　

 
73,142千円

53,613
　

 
72,041千円

46,113
　

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月24日

定時株主総会
普通株式 305,434 ９ 2021年９月30日 2021年12月27日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間

の期首から適用しております。これにより、利益剰余金の当期首残高が405,783千円減少し、3,004,267千円

となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月22日

定時株主総会
普通株式 300,934 ９ 2022年９月30日 2022年12月23日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年11月４日開催の取締役会決議に基づき、自己株式598,900株の取得を行いました。これを

主な原因として、当第１四半期連結累計期間において、自己株式が491,998千円増加し、当第１四半期連結

会計期間末において自己株式が944,382千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 会 員 保 証 保 険 駆けつけ 計

売上高         

一定の期間にわたり
移転される財及び 
サービス

2,001,480 286,085 － － 2,287,565 － － 2,287,565

一時点で移転される
財及びサービス

401,575 59,252 － 275,539 736,367 158,516 － 894,883

顧客との契約から生
じる収益

2,403,055 345,338 － 275,539 3,023,933 158,516 － 3,182,449

その他の収益(注)４ － － 1,148,021 － 1,148,021 － － 1,148,021

外部顧客への売上高 2,403,055 345,338 1,148,021 275,539 4,171,954 158,516 － 4,330,470

セグメント間の内部
売上高又は振替高

972 － 573 － 1,545 － △1,545 －

計 2,404,027 345,338 1,148,594 275,539 4,173,500 158,516 △1,545 4,330,470

セグメント利益
又は損失(△)

248,385 137,536 84,684 △23,712 446,893 32,739 △75,764 403,868

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、感染拡大防止事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△75,764千円には、セグメント間取引消去1,395千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△77,160千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．その他の収益は、保険法（平成20年法律第56号）における定義を満たす保険契約による収入が含まれておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 会 員 保 証 保 険

駆けつけ
(注)５

計

売上高         

一定の期間にわたり
移転される財及び
    

サービス

2,049,893 326,597 － － 2,376,491 8,191 － 2,384,682

一時点で移転される
財及びサービス

401,665 69,499 － 143,916 615,080 33,908 － 648,989

顧客との契約から生
じる収益

2,451,558 396,096 － 143,916 2,991,571 42,100 － 3,033,672

その他の収益(注)４ － － 1,436,143 － 1,436,143 － － 1,436,143

外部顧客への売上高 2,451,558 396,096 1,436,143 143,916 4,427,714 42,100 － 4,469,815

セグメント間の内部
売上高又は振替高

930 － 875 310 2,115 － △2,115 －

計 2,452,488 396,096 1,437,018 144,226 4,429,830 42,100 △2,115 4,469,815

セグメント利益
又は損失(△)

250,540 139,594 117,980 △804 507,309 △17,473 △114,566 375,269

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、部材販売等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△114,566千円には、セグメント間取引消去935千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△115,502千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．その他の収益は、保険法（平成20年法律第56号）における定義を満たす保険契約による収入が含まれておりま

す。

５．駆けつけ事業は、2022年11月30日に事業譲渡を行い、同事業からは同日をもって撤退しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前第２四半期連結会計期間より、「最小組織でパートナーシップを活かした効率的な事業成長」を目的

とした会社の組織変更にあわせ、事業セグメント区分方法を見直し、「リペア事業」を「会員事業」に含

めることとしております。また、従来「会員事業」に含まれていた延長保証等のあんしん修理サポート関

連事業は「保証事業」に変更しております。これにより、前第２四半期連結会計期間より「会員事業」、

「保証事業」、「保険事業」、「駆けつけ事業」の４つのセグメント区分となっております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。
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（企業結合等関係）

（子会社の吸収合併）

当社は、2022年10月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式会社アクトコール及び株式会社Ｔ

ＳＵＮＡＧＵ（以下、「アクトコール及びＴＳＵＮＡＧＵ」という。）を吸収合併いたしました。

 

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

 結合当事企業の名称 事業の内容

吸収合併存続会社
ジャパンベストレスキューシステム

株式会社
駆けつけ事業・会員事業等

吸収合併消滅会社
株式会社アクトコール

住生活関連総合アウトソーシング事

業

株式会社ＴＳＵＮＡＧＵ コールセンター運営事業

（２）企業結合日

2022年10月１日

（３）企業結合の法的形式

当社を存続会社、アクトコール及びＴＳＵＮＡＧＵを消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

ジャパンベストレスキューシステム株式会社

（５）その他取引の概要に関する事項

当社は、2021年９月30日付で、同業他社であり競合関係にあったアクトコール及びＴＳＵＮＡＧＵを完全

子会社化したことにより、グループ全体での保有会員数が330万人超まで増加し、市場シェアの拡大を実現

いたしました。３社で連携して収益性や業務品質の改善に取り組み、業績の改善が順調に進む中、同業を営

む３社が一体となることが、サービス面・効率面でより競争力を高め、中長期的な事業成長に資すると考え

たことから、アクトコール及びＴＳＵＮＡＧＵを吸収合併することといたしました。

 

２．会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の

取引として会計処理を実施いたしました。

 

（事業分離）

当社は、2022年11月30日付で、当社の駆けつけ事業（以下、「駆けつけ事業」という。）を、会社分割（吸収

分割）により新たに設立された駆けつけ事業準備株式会社（以下、「駆けつけ準備会社」又は「承継会社」とい

う。）に承継させるとともに当該承継会社の51％の株式を株式会社アクアライン（以下、「アクアライン」とい

う。）へ譲渡いたしました（以下、「本譲渡」という。）。また、2022年12月１日付で、承継会社の商号を「株

式会社生活救急車」に変更いたしました。

 

１．事業分離の概要

（１）吸収分割による事業分離及び株式譲渡先の名称

①吸収分割による事業分離先企業の名称

駆けつけ事業準備株式会社（2022年12月１日付で「株式会社生活救急車」に商号変更）

②株式譲渡先企業の名称

株式会社アクアライン

（２）分離した事業の内容

カギの交換、水まわりのトラブル、その他の生活総合救急サービスを365日稼動のコールセンターで受け

付ける事業
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（３）事業分離を行った主な理由

当社は、駆けつけ事業を通じて、これまで多くのサービスを提供してまいりました。サービス・施工の品

質や業務効率は継続的に改善を進められたものの、近年は急激な社会環境の変化やライフスタイルの多様化

が進む中で、インターネット・タウンページ等からの集客面で苦戦が続いており、事業課題解決の道筋を模

索しておりました。

一方、アクアラインは、コーポレート・ガバナンス体制の強化が着実に進み、2022年５月30日には行政処

分が終了し、一般顧客向けの生活トラブル解決サービスをより強化する方針で、更なるサービス品質向上・

効率的な業務運用や施工インフラの拡充を進めることを課題と位置付けております。

双方の課題に鑑み、当社が培ってきたサービス品質や業務運用ノウハウ・施工インフラを含む承継会社を

アクアラインに譲渡することで、課題解決と事業成長の実効性を高めることに加えて、一般顧客向けの生活

トラブル解決サービスに注力するアクアラインが集客を強化することにより、より多くの困っている人を助

けることが可能になると考えております。また、当社は事業ポートフォリオを収益性・成長性の高い会員事

業に集約することで、中長期的な企業価値向上に資するものと考えて本譲渡を実行することを決定いたしま

した。

（４）吸収分割日及び株式譲渡日

2022年11月30日

（５）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

①吸収分割：当社を分割会社とし、駆けつけ準備会社を承継会社とする吸収分割（簡易・略式吸収分割）

②株式譲渡：受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

（１）移転損益の金額

子会社株式売却損 6,497千円

（２）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 127,769千円 流動負債 2,341千円

固定資産 85,312千円 固定負債 －

合計 213,082千円 合計 2,341千円

（３）会計処理

移転した駆けつけ事業に関する投資は清算されたものとみて、移転したことにより受け取った対価となる

財産の時価と、移転した事業に係る株主資本相当額との差額を移転損益として認識しております。

 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

「駆けつけ事業」セグメント

 

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 144,226千円

営業損失 804千円

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

(１）１株当たり四半期純利益 9円36銭 3円96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
317,506 131,109

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（千円）
317,506 131,109

普通株式の期中平均株式数（株） 33,937,178 33,110,136

(２）潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益
9円31銭 3円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ △8,794

（うち連結子会社の潜在株式による調整額

（千円））
（－） （△8,794）

普通株式増加数（株） 170,378 20,195

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変更があった

ものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2023年２月10日

ジャパンベストレスキューシステム株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 普 賢 監 査 法 人 

 東京都千代田区  

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐藤　功一  

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 嶋田　両児  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンベスト

レスキューシステム株式会社の2022年10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022

年10月１日から2022年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンベストレスキューシステム株式会社及び連結子会社の2022年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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